(別添様式１)
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：住宅費　目：住宅建設費
	事業名: 被災者受入支援応急仮設住宅借上げ事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　都市建築部　公共建築住宅課　企画担当　電話番号：058-272-1111（内3658）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11659@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：33,375千円（前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


東日本大震災の被災三県（福島県、宮城県及び岩手県）からの災害救助法に基づく応援要請に応え、岐阜県が県内の民間賃貸住宅を借り上げて、応急仮設住宅として被災三県からの避難者に提供する制度を平成23年11月から実施している。
借り上げ期間は最長２年間であるため、必要となる経費（３０戸分）を予算要求する。
【制度の概要】

・賃貸借契約は、貸主・県(借主)・被災者(入居者)の三者により締結し、県は借り受けた物件を被災者に転貸する。（契約期間は最長２年間）
・東日本大震災の発災以降に被災者名義で契約したものであっても、県が定める基準に適合する場合は、県名義に契約を置き換え、県から避難者に無償提供する。

・民間賃貸住宅の借上げにあたり、県は毎月の賃料及び共益費・管理費（住宅の間取り及び入居世帯人員に応じて32千円から89千円まで）、火災保険等損害保険料（家賃0.5ヶ月分）、仲介料（家賃0.525ヶ月分）、退去修繕費（家賃２ヶ月分）を負担する。

・入居者は、公共料金、駐車場料金等上記以外の経費を負担する。
	２　所要経費


被災者受入支援応急仮設住宅借上げ事業費　33,375千円
（家賃、損害保険料）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


・県では被災者受入れのため県営住宅250戸の無償提供を実施。
・東日本大震災に係る応急仮設住宅としての民間賃貸住宅の借上げの取扱いについては、厚生労働省から応急仮設住宅の供与に当たっては民間賃貸住宅の借り上げによることも支障が無く、また発災以降に被災者名義で契約したものであっても県名義に契約を置き換えた場合は応急仮設住宅とすることができる旨が被災県に示された。

・これを受けて、被災県から各都道府県に対し同様の取扱いを行うよう依頼があったため、これに対応するものである。
	３　これまでの取組に対する評価


・県では避難者受入れのため県営住宅を無償提供し、十分な体制をとっているが、11月末時点での入居は３戸（７人）にとどまり、避難者の多くは親戚・知人の住居や民間賃貸住宅に避難している状態。

・本県における避難の実態等を踏まえ、事情により民間賃貸住宅に入居しなければならない理由がある場合には、県が民間賃貸住宅の借上げを行い、避難者に提供することで、避難者の生活の安定確保を図る必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	33,375
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	33,375

	決定額
	33,375
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	33,375


